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１ 総合計画策定の目的 

高松市では、昭和４８年に「高松市総合計画」を策定して以来、これまでに３次にわた

る改定を経て、平成１２年度からは、平成２３年度を目標年次とする「新・高松市総合計

画」に基づき、総合的かつ計画的に各種施策・事業を推進してきました。 
この間、少子・高齢社会の到来などの時代の潮流や、市民ニーズの多様化、国・地方と

もに厳しい財政状況など、本市を取り巻く社会経済環境は大きく変化しています。 

また、いわゆる※三位一体の改革などの構造改革により、本格的な※地方分権型社会への

転換が進み、地方自治の在り方そのものも大きく変わりつつあります。 
一方、本市は、平成１７年９月２６日の塩江町、平成１８年１月１０日の牟礼町、庵治

町、香川町、香南町、国分寺町との合併により、市域や人口が著しく増えるとともに多種

多様な地域資源を有することとなり、今後、増大した市域や人口、地域資源をいかしたま

ちづくりが求められています。 
こうした時代の潮流や地域課題に的確に対応し、合併により新しく誕生した本市の持続

的な発展と、豊かな市民生活の創造を図るためには、これまで培ってきた拠点都市として

の優位性を保持し、※中核市としての権能を最大限に発揮しながら、旧市域や合併地区の

それぞれの地域特性をいかし、地域に立脚した視点からの地域の再生を基調とした、新し

い高松市を築いていかなければなりません。 

このようなことから、新たな目標と発展の方向性を定め、本市の新しいまちづくりおよ

び市政運営の基本方針として、新しい総合計画を策定するものです。 

 

２ 総合計画の名称 

総合計画の名称は、第５次高松市総合計画「新生たかまつ 人・まち 輝き ビジョン」

とします。 
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３ 総合計画の構成 

  総合計画は、「基本構想」および「まちづくり戦略計画」で構成します。 

基本構想 

基本構想は、２１世紀中ごろを見据えた長期的な展望

の下、本市が目指す都市像とまちづくりの目標を示すと

ともに、市民、※市民活動団体、事業者、行政のまちづく

りおよび市政運営の共通の基本指針として、施策の基本

方向を明らかにするものです。 

まちづくり戦略計画 

まちづくり戦略計画は、まちづくりの目標達成に向

け、現実の行財政運営において、重点的、戦略的に推

進する主要な施策・事業等について、実施年度、事業

量を具体化する短期的な実施計画として定めるもの

で、毎年度の予算編成および事業実施の指針とするも

のです。 

   

※各行政分野ごとに作成される中期計画等については、基本構想を具体化する分野別

計画として位置付けます。 

 

【総合計画の概念図】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
                           

基 本 構 想 

 

まちづくり戦略計画

各行政分野ごとの

中期計画等 

合併地区の建設計

画・合併基本計画  
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４ 総合計画の期間 

  基本構想の期間は平成２０年度（２００８年度）から平成２７年度（２０１５年度）

までの８年間とします。 
まちづくり戦略計画の期間は３年間で、２年ごとに見直しを行う※ローリング方式とし、

平成２０年度（２００８年度）から平成２２年度（２０１０年度）までの第１期まちづく

り戦略計画を定め、以後、第４期までのまちづくり戦略計画を策定します。 
ただし、第４期まちづくり戦略計画の期間は２年間とします。 

 
 

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

▲ ▲ ▲

ま
ち
づ
く
り
戦
略
計
画

←　  第１期  　→

←　　　　　　　基 　　　本 　　　構 　　　想 　　　　　→

← 第４期 →

←  　第３期   →

←  　第２期   →

見直し 見直し 見直し

 
 

 

５ 総合計画の対象区域 

  計画の対象区域は、高松市全域とします。ただし、必要に応じて、市域外についても

含めるものとします。 
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６ 時代の潮流 

  社会経済情勢と地域を取り巻く環境は著しく変化しており、合併により誕生した新し

い高松市が持続的に発展していくためには、このような時代の潮流を的確にとらえ、まち

づくりを進める必要があります。 
このため、今日の時代の潮流を、特に、次のようにとらえ、まちづくりに取り組んでい

きます。 
 
 人口減少、少子・高齢社会の到来 

  我が国では、平成１７年（２００５年）に総人口が減少に転じ、さらに、出生率の

低下などによる少子・高齢化が進行し、１５歳から６４歳の生産年齢人口も減少して

いくと見込まれるなど、人口減少下での少子・高齢社会に突入したと言われています。 
  人口減少、少子・高齢社会の到来は、労働力人口の減少による経済成長へのマイナ

スの影響を始め、年金や医療などの社会保障制度、子育ての在り方、地域社会の維持

など社会全般にわたり、大きな影響を及ぼすことが懸念されています。 
  このため、安心して子どもを産み育てることができ、高齢者がいきいきと暮らすこ

とができる環境づくりが求められるとともに、だれもが住み慣れた地域で、心身とも

に充実して暮らせる社会づくりが必要です。 
 
 グローバル化の進展と地球規模の環境問題への対応 

  高速交通や情報通信ネットワークの発達などにより、人・物・情報は地域や国を越

えた移動が増大するなど、※グローバル化は一層進展し、世界はこれまでにない大交流

時代に突入しています。 
  ※グローバル化の加速により、経済、文化、環境などあらゆる分野において、世界的

な相互依存関係が深まっていくと考えられます。 
  このため、国際感覚を持ち、未来を切り開く人材の育成とともに、地域を訪れる外

国人を迎え入れる仕組みづくりや在住外国人にも暮らしやすいまちづくりを進めてい

くことが求められています。 
  また、※地球温暖化への対応やエネルギーの安定的確保が国際社会共通の課題となっ

ており、このような地球規模の課題への対応も視野に入れた取組を進める必要があり

ます。 
 
 地方分権の進展 

  人口減少、少子・高齢社会の到来により、これまで成長を支えてきた日本型の中央

集権的な社会経済システムは限界に直面しており、国・地方自治体ともに危機的財政状

況を迎えています。 
このような中、国においては、自治体の自立的な財政運営を促す※三位一体の改革を
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推進するほか、国と地方が適切に役割を分担し、真の分権型社会を構築するために、広

域自治体の在り方を見直す※道州制の検討も進んでいます。 
地方分権改革は時代が求める変革であり、自主・自立した地方分権の実現へ向けて

の構造転換が着実に進展する中、地方自治体は、自己決定、自己責任の理念に基づく

分権時代にふさわしい、地域の実情に応じた自主的・自立的な行財政運営が求められ

ています。  
 
 協働のまちづくり 

  今日、都市化や核家族化などを背景に、地域の連帯感やふれあいが薄れつつある中

で、地域や社会が抱える身近な課題を市民が自らの問題としてとらえ、自らの手で解

決に向けて、積極的に取り組むことが求められています。 
  このため、「※自助・共助・公助」の視点に立ち、市民・※ＮＰＯ・企業・行政などが

手を携える※協働をキーワードに、まちづくりを進めていくことが重要になっています。 
 
 価値観、ライフスタイルの多様化 

生活水準の向上、自由時間の増大、核家族化、女性の社会進出など社会環境の変化

を背景に、「物の豊かさから心の豊かさへ」、「横並び思考から個性の尊重へ」など人々

の価値観や※ライフスタイルは、多様化しています。 
このため、精神的ゆとりや心の豊かさを実感できる、文化・芸術、スポーツ・レク

リエーションに親しめる環境づくりやそれぞれの個性を尊重し、それぞれが個性を発

揮でき、だれもが、豊かで充実し、いきいきと自分らしく生きることのできる社会づ

くりが求められています。 
 
 安全・安心に対するニーズの高まり 

  近年、社会的モラルの低下や住民の連帯意識の希薄化などを背景に、犯罪などの発

生件数が急増しています。特に、子どもを狙った犯罪や高齢者への巧妙化した詐欺事

件が多発するとともに、交通事故、食中毒などへの不安が高まっています。 
  また、台風などによる自然災害が身近に発生するとともに、近い将来、東南海・南

海地震の発生が予想されており、市民の安全への関心が高まっています。 
このため、豊かな生活を維持し、安全で安心して暮らせる市民生活の確保が求めら

れています。 
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 ７ 現況と特性 
 
  人口動態 

  平成１２年と平成１７年を比較すると、本市の人口はわずかながら増加していますが、

少子・高齢化が進行していることがうかがえます。 

また、都市圏人口では、１次都市圏が２町、２次都市圏が４市１町、３次都市圏が１

市３町のまま推移しており、本市の中枢・拠点性は維持されています。 

一方、香川県は、高校生の卒業後の大学進学および短期大学進学の県内定着率が低い

水準で推移しており、高校卒業後の大学等の受け皿が不足していることがうかがえます。 

 

ア 高松市の年齢階層別の人口構成比 

   

　 　 　 年 齢
年

１ ５ 歳 未 満
１ ５ 歳 以 上
６ ５ 歳 未 満

６ ５ 歳 以 上 合 計

62, 8 6 1人 279 , 3 3 2人 74, 0 0 9人 416 , 6 8 0人
15. 1 % 6 7 . 0 % 1 7 . 8 % 9 9 . 9 %
6 0 , 5 0 5人 271 , 9 5 7人 84, 3 1 4人 418 , 1 2 5人
14. 5 % 6 5 . 0 % 2 0 . 2 % 9 9 . 7 %

（ 注 ） 合 計 に は 年 齢 不 詳 分 を 含 む 。
      平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 市 町 の 境 界 に 組 み 替 え て 作 成
（ 資 料 ） 国 勢 調 査 報 告 （ 総 務 省 ）

平 成 １ ２ 年

平 成 １ ７ 年

 

 

  イ 都市圏人口 
（単位：人，％）

市町 人口 流入率 市町 人口 流入率
１次都市圏 三木町 28,769 40.7 三木町 28,790 42.2

綾川町 26,205 40.0 綾川町 25,628 39.2
２次都市圏 さぬき市 57,772 28.1 さぬき市 55,754 28.0

坂出市 59,228 15.2 坂出市 57,266 15.6
宇多津町 15,978 10.6 東かがわ市 35,929 11.1
東かがわ市 37,760 10.4 宇多津町 17,460 10.8
丸亀市 108,356 10.2 丸亀市 110,085 10.0

３次都市圏 多度津町 23,657 8.2 多度津町 23,613 7.9
まんのう町 20,969 8.1 まんのう町 19,896 7.8
琴平町 11,335 7.6 琴平町 10,747 7.4
善通寺市 36,413 5.8 善通寺市 35,495 6.3

高松市人口
１次・２次・
３次都市圏人
口の県人口に
占める比率

（注） 平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えて作成

１次都市圏　流入率　３０％以上
２次都市圏　流入率　１０％以上３０％未満
３次都市圏　流入率　５％以上１０％未満

(資料） 国勢調査報告（総務省）

流入率＝（当該市町に常住し高松市で従業・通学する１５歳以上就業・通学者数）/（当該市町に常住する１５歳以上就
業・通学者数）×１００。小数点第2位を四捨五入

82.4

472,543

82.9

694,619
749,037

507,876

区分

695,774
750,748

471,654

平成１２年

843,122

平成１７年

416,680 418,125

都市圏人口都市圏人口

509,054

838,788

 
 

  ウ 香川県内の高校生の卒業後の県内定着率 

    

（単位：％）
区分 平成４年 平成１８年 増減

就職定着率 80.3 91.6 11.3
大学進学定着率 15.6 16.4 0.9
短大進学定着率 60.4 58.3 ▲ 2.1
（資料）香川県人口減少対策推進本部  
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  地方分権の進展 

   ※地方分権一括法が施行された平成１２年度以後、本市は毎年、香川県から事務の移

譲を受け、着実に行政能力を向上させるとともに、市町合併などにより、行財政基盤

の一層の充実を図りつつあります。 

 

  ア 主な動き 

   

時期 主な動き
　平成１１年　７月 地方分権一括法成立
　　　１６年　５月 合併関連３法成立
　　　１８年１２月 地方分権改革推進法成立  

 

 イ 地方分権一括法が施行された平成１２年度以後、香川県から本市に移譲された事

務項目数 

   

（ 単 位 ： 項 目 ）
年 度 移 譲 事 務 項 目 数 累 計

平 成 １ ２ 年 度 1 5 9 1 5 9
１ ３ 年 度 1 1 8 2 7 7
１ ４ 年 度 1 3 2 9 0
１ ５ 年 度 1 6 3 0 6
１ ６ 年 度 3 1 3 3 7
１ ７ 年 度 1 2 3 4 9
１ ８ 年 度 4 9 3 9 8  

 

  安全、安心（消費生活相談件数、交通事故・火災発生状況） 

   本市の消費生活相談においては、平成１５年度以降、急増した架空請求に関する苦

情が１７年度に一旦減少したものの、１８年度から再び増加しており、その他の苦情

についても増加傾向にあります。 

 また、交通事故の発生件数や負傷者数が増加傾向にあるほか、火災の発生状況も多

数で推移しており、安全で安心なまちづくりの推進のため、一層の取組が求められて

います。 

 

ア 高松市消費生活相談件数の推移 

   
0 83

747

1,530

756 847
1,057

1,424

1,560

1,602

1,542
1,705

61

88

67

59

94

73

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
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件
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その他の苦情

架空請求に関
する苦情

 

（注）高松市消費生活相談窓口における件数 
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  イ 高松市内の交通事故発生状況 
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4,999
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6,392 6,507 6,2676,500
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人
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（ 注 ） 平 成 １ ９ 年 ４ 月 １ 日 現 在 の 市 町 の 境 界 に 組 み 替 え て 作 成
（ 資 料 ） 香 川 県 統 計 年 鑑 、 高 松 市 の 交 通 事 故 資 料
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ 高 松 市 、 高 松 市 交 通 安 全 都 市 推 進 協 議 会 ）  

 

  ウ 高松市消防局管内の火災発生状況 
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  （注）平成１９年４月１日現在の高松市消防局管内（高松市、綾川町、三木町）に組
み替えて作成 

  （資料）高松市 
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  協働のまちづくり（ＮＰＯ・地域コミュニティ協議会創設数） 

   本市に主たる事務所を置く※ＮＰＯ法人の認証数が着実に伸びているほか、本市の 

※地域コミュニティ協議会の構築も順次進んでおり、※協働のまちづくりのための環境

が整いつつあります。 

 

  ア 高松市に主たる事務所を置く※ＮＰＯ法人認証数 

   

（単位：件）

内閣府 香川県 累計
平成１０年度 0 2 2
１１年度 0 3 5
１２年度 0 5 10
１３年度 1 13 24
１４年度 2 15 41
１５年度 0 17 58
１６年度 2 11 71
１７年度 1 10 82
１８年度 0 16 98
１９年度 1 4 103

年度
認証数

 

    （注）ＮＰＯ※ポータルサイト（内閣府）から作成 
       平成１９年８月１６日調べ 

 

  イ 高松市の地域コミュニティ協議会の構築数 

   

（ 単 位 ： 協 議 会 ）
年 度 構 築 数 累 計

平 成 １ ５ 年 度 13 13
１ ６ 年 度 14 27
１ ７ 年 度 8 35
１ ８ 年 度 2 37
１ ９ 年 度 1 38

（ 資 料 ） 高 松 市
　 　 　 　 平 成 １ ９ 年 ８ 月 ３ １ 日 現 在  

 

  拠点性と交流人口 

   瀬戸内海三橋時代の到来や高速交通網の整備、情報化の進展に伴い、本市の拠点性

は相対的に低下してきていますが、四国内における状況を見ると、国の出先機関の四

国内での配置状況では、ほとんどの機関が本市に配置されており、本市は優位な地位

を占めています。 

   また、各業種売上上位社の支店等や各市に本社を置く上場企業数でも、本市が現状

では優位性を保っています。 

 一方、本市の事業所数、従業者数は、四国の県庁所在都市３市と同様に減少してお

り、産業大分類別に見ても、医療・福祉以外の業種は減少しています。 

   また、卸売業販売額は依然として優位を保っているものの、これまで優位を保って

いた小売業販売額は、平成１６年調査では松山市が本市を上回っています。 

交通面では、四国の県庁所在都市４市間の所要時間合計で、本市は、高速道路および

鉄道の利用いずれにおいても最短時間であり、時間距離で４市の中心に位置しています
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が、航空便の定期路線の就航先は、国内３都市、国外１都市にとどまっています。 

また、屋島、栗林公園等の既存の観光施設の利用者数は、瀬戸大橋の開通時をピーク

に、減少傾向が続いています。 

 

  ア 国の出先機関の配置状況 

（単位：機関）
府省等 高松市 徳島市 松山市 高知市 その他
人事院 1
内閣府 2
総務省 1 1
法務省 5
財務省 2
厚生労働省 2
農林水産省 1 2
経済産業省 2
国土交通省 5
環境省 1
最高裁判所 1
計 22 0 1 1 2

（注）四国に所在し、１機関で四国全域を管轄する国の機関（平成１９年４月現在）  
 

  イ 企業のうち、各業種売上上位１０社の支店等の配置状況 

   

（単位：社）
業種　　　市 高松市 徳島市 松山市 高知市
建設 6 1 1 1
鉄鋼 5 0 0 1
機械 4 0 0 0
電気機器 6 0 0 0
商社 7 0 1 0
小売 4 2 4 3
陸運 3 1 2 1
通信 3 1 1 1
サービス 5 2 2 1
銀行 7 3 2 3
計 50 10 13 11  

   （注）ＮＩＫＫＥＩ ＮＥＴ売上高ランキングおよび各社ホームページにより計数（平成
１９年３月２日現在） 

      銀行については、都市銀行、信託銀行およびその他の銀行中、経常収益（平成１８
年９月中間決算）により計数 

      支店に営業所が属するなど、上下関係があるときは、上位の組織により計数 

 

  ウ 地元主要企業数 

   

　　（単位：社）

高松市 徳島市 松山市 高知市
１部上場 8 2 5 1
２部上場 1 0 0 2
計 9 2 5 3

（注）東京証券取引所上場会社情報サービスから作成
　　　平成１９年４月現在

本社所在地
東京証券取引所
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 エ 事業所数 

   

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

事
業
所

平成　６年 26,401 18,437 26,016 21,183 

平成１１年 24,905 17,382 24,483 19,959 

平成１６年 22,714 15,395 22,367 17,189 

高松市 徳島市 松山市 高知市

 

     

（注）平成１９年４月１日現在の市町村の境界に組み替えて作成
（資料）事業所・企業統計調査（総務省）  

 
  オ 従業者数 

   

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

人

平成　６年 214,132 134,746 213,820 152,304 

平成１１年 215,888 132,918 212,666 154,920 

平成１６年 194,351 119,665 205,834 139,349 

高松市 徳島市 松山市 高知市

 

     

（注）平成１９年４月１日現在の市町村の境界に組み替えて作成
（資料）事業所・企業統計調査（総務省）  
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  カ 高松市の産業大分類別事業所数 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

事
業
所

平成13年（計　24,649） 61 40 2,365 1,924 13 317 529 7,570 504 1,486 3,346 1,034 709 140 4,611

平成16年（計　22,714） 55 37 2,135 1,646 11 273 476 6,833 477 1,375 3,061 1,082 663 122 4,468

農林漁
業
鉱業 建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水

情報通
信業
運輸業
卸売・
小売業
金融・
保険業
不動産
業

飲食
店，宿
泊業

医療，
福祉

教育，
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業（そ
の他）

 
   （注）平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えて作成 
    （資料）事業所・企業統計調査（総務省） 
 

  キ 高松市の産業大分類別従業者数 

0

20,000

40,000

60,000

人

平成13年（計　208,963人） 482 183 21,795 23,454 1,637 6,311 11,530 59,023 8,362 4,047 18,573 13,871 4,463 1,995 33,237

平成16年（計　194,351人） 358 175 18,764 20,633 1,825 4,956 10,874 54,960 8,293 3,699 17,266 15,915 4,325 1,238 31,070

農林漁
業
鉱業 建設業 製造業

電気・
ガス・熱
供給・

情報通
信業
運輸業

卸売・
小売業
金融・
保険業
不動産
業

飲食
店，宿
泊業

医療，
福祉

教育，
学習支
援業

複合
サービ
ス業

サービ
ス業（そ
の他）

 
   （注）平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えて作成 
    （資料）事業所・企業統計調査（総務省） 
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  ク 年間卸売業販売額 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

百
万
円

20
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35

40

％

高松市 3,100,458 3,207,198 2,181,630 

徳島市 928,309 937,463 743,198 

松山市 1,589,191 1,400,369 1,116,379 

高知市 841,659 829,508 652,053 

四国４県 9,003,751 8,915,325 7,045,216 

四国4県に占める
高松市の比率

34.4 36.0 31.0 

平成６年 １１年 １６年

 

    

（注）平成１９年４月１日現在の市町村の境界に組み替えて作成
（資料）商業統計調査（経済産業省）  

 

  ケ 年間小売業販売額 
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高松市 759,843 782,220 568,736 

徳島市 372,895 388,912 323,096 

松山市 590,747 637,844 581,069 

高知市 428,476 464,746 401,799 

平成６年 １１年 １６年

 

     

（注）平成１９年４月１日現在の市町村の境界に組み替えて作成
（資料）商業統計調査（経済産業省）  
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  コ 四国４市間所要時間（高速道路、鉄道利用） 

（単位：分）
都市名 高松 徳島 松山 高知 計

70 126 104 300
55 140 126 321

70 154 128 352
55 209 142 406
126 154 126 406
140 209 228 577
104 128 126 358
126 142 228 496

（注）上段：高速道路利用、下段：鉄道利用
　　　鉄道利用は、各都市間のダイヤ中、最短時間で計数
　　　高速道路利用は、高松は高松中央IC、徳島は徳島IC、松山は松山IC、高知は高知ICとして計数
（資料）道路TIME TABLE（国土交通省）、鉄道時刻表

高松

徳島

松山

高知

 

 

  サ 四国４空港発着定期路線の１週間当たり便数 

（単位：往復）
区分 空港名 高松 徳島 松山 高知

羽田       70      42      70      56
伊丹     105      63
関西      14      21
中部      14      21
名古屋小牧      14      14
福岡      14      21      21
熊本       7
鹿児島       7      14
那覇      (7)       4       3
新千歳（札幌）      (7)      (4)      (7)
仁川（ソウル）       3       3
浦東（上海）       2

（注）平成１９年７月現在
　　　高松・那覇間は１０月～６月運航、高松・新千歳間は７月～９月運航
　　　徳島・新千歳間は７月～８月運航
　　　松山・新千歳間は４月～１０月運航
（資料）航空便時刻表

国内線

国際線

 
 

シ 観光施設等利用者数 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

人

高松シンボルタワー 3,657,000 2,717,000 2,756,000

玉藻公園 289,000 236,000 140,197 149,226 130,830 126,607

屋島 1,737,000 942,000 689,984 558,502 570,425 476,037

栗林公園 1,828,000 838,000 671,135 522,304 527,377 567,136

さぬきこどもの国 522,500 585,600 578,850 599,250

計 3,854,000 2,016,000 2,023,816 5,472,632 4,524,482 4,525,030 

平成元年 ６年 １１年 １６年 １７年 １８年

 
  （資料）高松市 
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８ まちづくりの基本的考え方 

  本市を取り巻く社会環境の変化や多様化・高度化する市民ニーズを踏まえ、次の５つの

視点をまちづくりに当たっての、基本的考え方とします。 
 
 ソフトの重視 

戦後の高度経済成長時代から、安定成長時代、バブル発生・崩壊を経て低成長時代

へと推移するとともに、人々の意識や価値観が多様化する中、人々の心は、経済的

豊かさの追求のみならず、文化の重視、人間性の尊重など、心の豊かさを重視する

方向へ変化してきており、これまでの機能性や利便性の追求とともに、ソフト戦略

を重視する方向へと転換を図り、真の豊かさを実感できるまちづくりの展開を目指

すものとします。 
 

 拡大基調からの転換 

人口減少社会や地球環境問題、資源の有限性、厳しい財政状況などを踏まえ、こ

れまでの拡大基調から転換し、自然との共生を図りつつ、より成熟した都市機能を

発揮しながら、コンパクトで、持続可能な都市づくりを目指すものとします。  
 

 州都機能の確保と交流人口の拡大 

四国の※リーディング・シティとしての役割と責任を果たせるよう、州都機能の確保

を視野に入れた都市づくりを進めるとともに、人口減少社会および本市の都市圏域と

人口吸引力を踏まえ、定住人口の増加も念頭に置き、流入・交流人口の拡大を目指す

ものとします。 

 

 地域コミュニティを軸としたまちづくり 

参加型社会としての地域自治を拡充する上で、その基礎単位となる地域コミュニ

ティは重要な鍵を握るものであり、地域コミュニティの位置付けを明確にしながら、

地域コミュニティを軸としたまちづくりの展開を目指すものとします。 
 
 地域の未来と活力を支える人づくり 

まちづくりの基本は人づくりであり、まちの最高の資産は、そこに住み、限りな

い可能性を秘めた人材であるとの認識から、若者の定着も含め、これからの時代を

切り開き、地域の未来と活力を支える人づくりに力点を置くものとします。 
 



                  

 
 
 
 
 
 
 
 

【基本構想】 
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１ 目指すべき都市像 

 
  文化の風かおり 光かがやく 瀬戸の都・高松 
 
２ 目標年次 
  平成２７（２０１５）年度を目標とします。 
 
３ まちづくりの目標 

  高松市は、「目指すべき都市像 文化の風かおり 光かがやく 瀬戸の都・高松」を実

現していくために、次のとおりまちづくりの目標を掲げ、推進していきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 施策の大綱 

まちづくりの６つの目標の実現に向けて、施策を展開していくための考え方を「施策の

大綱」として、次のとおり定めます。 

１ 心豊かな人と文化を育むまち 

２ 人と環境にやさしい安全で住みよいまち 

３ 健やかにいきいきと暮らせるまち 

４ 人がにぎわい活力あふれるまち 

５ 道州制時代に中枢拠点性を担えるまち 

６ 分権型社会にふさわしいまち 
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まちづくりの目標

1 心豊かな人と文化を育むまち 基本的人権を尊重する社会の
確立

人権を大切にする社会づくり

平和を大切にする社会づくり

男女共同参画社会の形成 男女共同参画の社会づくり

生きる力を育む教育の充実 学校教育の充実

学校教育環境の整備

家庭教育の向上

青少年の健全育成

子どもの安全確保

高等教育の充実

心豊かな生涯学習社会の形
成

生涯学習の推進

スポーツ・レクリエーションの
振興

地域に根ざした文化芸術の創
造と振興

文化芸術活動の推進

文化芸術を創造する環境づく
り

文化財の保存と活用

施　　　　　策政　　　　　策
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まちづくりの目標

2 人と環境にやさしい安全で住みよいまち
環境と共生する持続可能な循
環型社会の形成

環境保全活動の推進

ごみの発生抑制・減量・リサイ
クルの推進

一般廃棄物の適正処理の推
進

産業廃棄物の適正処理の促
進

不法投棄の防止

豊かな暮らしを支える生活環
境の向上

居住環境の整備

身近な道路環境の整備

みどりのまちづくり

河川・港湾の整備

下水道・合併処理浄化槽の整
備

水を大切にするまちづくり 水の循環利用と節水の推進

安全で安定した水道水の供給

安全で安心して暮らせる環境
の整備

消防体制の整備

危機管理体制の整備

防犯対策の推進

生活衛生の向上

交通安全対策の充実

消費者の権利保護と自立促
進

政　　　　　策 施　　　　　策
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まちづくりの目標

3 健やかにいきいきと暮らせるまち
子どもが健やかに生まれ育つ
環境づくり

家庭・地域における子育て
支援

子育てと仕事の両立支援

健やかに暮らせる環境づくり
健やかに暮らすための健
康づくり

医療体制の充実

社会保障制度の適切な運
営

いきいきと共に暮らせる福祉
環境づくり

みんなで支え合う地域福
祉の推進

障害者の自立支援と社会
活動への参加の促進

高齢者の生活支援と社会
活動への参加の促進

生活困窮者の自立支援

政　　　　　策 施　　　　　策
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まちづくりの目標

4 人がにぎわい活力あふれるまち
魅力あふれる観光・コンベン
ションの振興

地域性豊かな特色ある観光資
源の創造

観光客誘致・交流の推進

地域を支える産業の振興・地
域経済の活性化

商工業の振興と地域経済の
活性化

農林水産業の振興

特産品の育成・振興とブランド
化の推進

安定した魅力ある就業環境づ
くり

就業環境の向上

人が行きかう多彩な交流の促
進

国際化への対応と地域間交
流の推進

政　　　　　策 施　　　　　策
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まちづくりの目標

5 道州制時代に中枢拠点性を担えるまち
拠点性を発揮できる都市機能
の形成

拠点性を高める交通網の整備

中心市街地の活性化

快適で人にやさしい都市交通
の形成

公共交通の利便性の向上

自転車利用の環境づくり

計画的な市街地の形成 適正な土地利用の推進

地域における拠点性の確保

魅力ある都市空間の形成 地域に即した都市景観の創出

高度情報通信社会に対応でき
る拠点機能の強化

地域情報化の推進

施　　　　　策政　　　　　策

 

 
 
 

まちづくりの目標

6 分権型社会にふさわしいまち 参加・協働で進めるコミュニ
ティを軸としたまちづくり

地域コミュニティの自立・活性化

多様なパートナーシップによるまち
づくり

社会の変革に即応した行財政
運営

簡素で効率的な行財政システムの
構築

連携の推進

施　　　　　策政　　　　　策
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１ 心豊かな人と文化を育むまち 

 

 

 
 
《現状・課題・対応方針》 
◆すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で豊かな社会を実現すること

は、あらゆる施策を進めていく上での基本です。 
本市は、これまでも様々な人権問題の解決に向けて取り組んできましたが、近年、国

際化、情報化の進展など、社会経済情勢の急激な変化により、新たな人権問題も生じて

おり、より効果的な取組が求められています。 
このため、市民一人一人が、あらゆる人権問題に対して正しい認識と理解を深め、問

題解決に向けて努力していくことができるよう、人権を大切にする社会づくりに取り組

むとともに、平和意識の啓発など、平和を大切にする社会づくりに取り組み、基本的人

権を尊重する社会の確立を図ります。 
 
◆家族形態や※ライフスタイルの変化などにより、価値観が多様化する中、男女が様々な

分野に参画し、それぞれの個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会

の形成が求められています。 
このため、男女が対等なパートナーとして、家庭や職場などで互いに尊重し、責任を

果たしながら暮らせる社会づくりに取り組み、共にいきいきと自分らしく生きる男女共

同参画社会の形成を図ります。 
 
◆少子・高齢化の進行や人口減少社会の到来、国際化などにより、次代を担う青少年が

心身ともに健やかに育まれ、未来を切り開く人間に成長していくことの重要性がますま

す増大しています。このような中、青少年の※規範意識や学ぶ意欲が低下するとともに、

少年犯罪の低年齢化やいじめ、不登校などが社会問題となっています。 
 また、児童虐待や不審者による声かけなど、子どもの安全が脅かされる事案が増加し

人権を大切にする社会づくりや平和を大切にする社会づくりの推進により、基本的人

権を尊重する社会の確立に努めるとともに、男女共同参画社会の形成を図ります。 

また、学校教育の充実や青少年の健全育成など、生きる力を育む教育の充実を図ると

ともに、生涯学習の推進やスポーツ・レクリエーションの振興により、心豊かな生涯学

習社会の形成に努めます。 
また、文化芸術活動の推進を始め、文化芸術を創造する環境づくり、文化財の保存と

活用により、地域に根ざした文化芸術の創造と振興を図り、心豊かな人と文化を育むま

ちの実現を目指します。 
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ており、子どもの安全確保のための効果的な取組が求められています。 
 一方、高等学校卒業後の人材の流出が顕著となっており、若者の向学意欲を満たすと

ともに、本市への定着化を図るため、大学教育等の充実促進が課題となっています。 
このため、学校教育の充実を始め、学校教育環境の整備、家庭教育の向上、青少年の

健全育成、子どもの安全確保、高等教育の充実を図り、生きる力を育む教育の充実に努

めます。 
 
◆自由時間の増大や※ライフスタイルの変化が進む中、より豊かで充実した人生を実現で

きる環境の整備が求められています。 
このため、学習機会の拡充や学習施設・機能の充実を図り、生涯学習を推進するとと

もに、スポーツ・レクリエーション活動の推進や施設の整備など、スポーツ・レクリエ

ーションの振興を図り、心豊かな生涯学習社会の形成に努めます。 
 
◆優れた文化芸術は、人々の心を豊かにし、生活にゆとりと潤いを与えてくれるととも

に、人と人とのつながりを生み、互いを理解し、尊重しあう基盤を築いてくれるといっ

た、活力ある街をつくる上で重要な役割を担っています。 
 このような中、個性豊かな文化芸術の創造を始め、市民の幅広い文化芸術活動の促進、

歴史遺産としての文化財の保存と活用や、地域に根ざした伝統文化の継承などが求めら

れています。 
 また、市町合併により新たに加わった多種多様な文化芸術資源の連携に努めるなど、

効果的な活用を図ることが求められています。 
このため、市民文化祭※アーツフェスタたかまつなどの文化芸術活動の推進や、様々な

文化芸術に触れる機会や場を創出する施設の整備や機能の充実と、交流・情報発信を推

進する中で、文化芸術を創造する環境づくりを進めるとともに、文化財の保存と活用に

努め、地域に根ざした文化芸術の創造と振興を図ります。 
 
【政策】 

① 基本的人権を尊重する社会の確立 

基本的人権を尊重する社会を確立するため、同和問題を始め、様々な人権問題の解決

に向け、人権教育・啓発を推進するとともに、人権啓発活動拠点の機能を充実し、人権

を大切にする社会づくりを進めます。 
また、平和意識の高揚を図るため設置している平和記念室の効果的な運営などにより、

平和意識の啓発を図り、平和を大切にする社会づくりを推進します。 
 
〔施策〕 
 ・人権を大切にする社会づくり 
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 ・平和を大切にする社会づくり 
② 男女共同参画社会の形成 

男女共同参画社会を形成するため、男女共同参画市民フェスティバルなど、様々な機

会を通じて意識啓発を図るとともに、男女共同参画センターを市民の活動拠点として、

家庭や職場など、あらゆる分野への参画の促進や、共に豊かで安心できる生活・環境づ

くりを推進し、男女共同参画の社会づくりを進めます。 
 
〔施策〕 
・男女共同参画の社会づくり 

 

③ 生きる力を育む教育の充実 

生きる力を育む教育の充実を図るため、次代を担う青少年が、心豊かにたくましく育

つよう、基礎・基本を身につける確かな学力の育成など、学校教育の充実を図るととも

に、学校教育施設の整備や就学支援の充実などの学校教育環境の整備、大学教育の充実

促進などの高等教育の充実に努めます。 
また、教育の原点である家庭教育の充実を図るとともに、青少年健全育成や、子ども

の安全対策を推進します。 
 
〔施策〕 
 ・学校教育の充実 
 ・学校教育環境の整備 
 ・家庭教育の向上 
 ・青少年の健全育成 
 ・子どもの安全確保 
 ・高等教育の充実 

 
 ④ 心豊かな生涯学習社会の形成 

心豊かな生涯学習社会の形成を図るため、学習の機会の拡充や図書館を始めとする施

設等の充実により生涯学習を推進するとともに、スポーツ・レクリエーション活動の推

進や東部運動公園など施設の整備を行うほか、※地域密着型トップスポーツチームを支

援し、スポーツ・レクリエーションの振興を図ります。 
 
〔施策〕 
 ・生涯学習の推進 
 ・スポーツ・レクリエーションの振興 
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 ⑤ 地域に根ざした文化芸術の創造と振興 

    地域に根ざした文化芸術の創造と振興を図るため、文化芸術ホール等を活用して優れ

た文化芸術に触れる機会の拡充や人材の育成・支援など、市民の自主的、創造的な文化

芸術活動を推進します。 
また、文化芸術施設相互の連携を図る中で、その整備と機能の充実に努めるとともに、

文化芸術の交流や効果的な情報発信を図り、文化芸術を創造する環境づくりを推進しま

す。 
   また、国の特別史跡讃岐国分寺跡や※古代山城屋嶋城の整備など、長い歴史と伝統に

育まれ、伝承されてきた文化財の保存と活用に努めます。 
   
〔施策〕 

  ・文化芸術活動の推進 
  ・文化芸術を創造する環境づくり 
  ・文化財の保存と活用 
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２ 人と環境にやさしい安全で住みよいまち 

 

  
《現状・課題・対応方針》 
◆大量生産・大量消費型の社会経済システムによる環境への負荷の増大は、身近な地域

の環境にとどまらず、地球環境にも大きな影響を与えており、※地球温暖化などの地球規

模の環境問題への対応や※循環型社会への転換など、環境への負荷を低減するため、一人

一人が環境問題を考え、行動するとともに、様々な主体が※協働して取り組むことが求め

られています。 
このようなことから、私たちを取り巻く環境を、より良い状態で将来の世代に引き継

ぐため、消費・廃棄についての※ライフスタイルを見直し、自然環境の保全など環境保全

活動の推進や※地球温暖化防止対策に、取り組むとともに、ごみの発生抑制・減量・リサ

イクルの推進や廃棄物の適正な処理を推進し、環境と共生する持続可能な※循環型社会の

形成に努めます。 
 
◆道路、公園、下水道などの生活・都市基盤は、市民の暮らしや都市・経済活動を支え

る上で、欠くことのできないものであり、都市の基本的な機能として、市民生活の快適

性と安全性が確保され、だれもが安心して暮らすことのできる生活・都市基盤の整備が

求められています。 
このため、道路、公園など市民生活に密着した生活基盤や河川、港湾、下水道などの

都市基盤の整備・充実に取り組み、市民生活における快適性、安全性を確保し、豊かな

暮らしを支える生活環境の向上に努めます。 
 
◆水は、限りある資源であり、日常生活やあらゆる経済産業活動、自然の生態系にとっ

て欠くことのできない貴重な資源です。水資源に恵まれない本市では、渇水の頻発が懸

念される中、今後とも安定的で持続的な給水の確保に向けた取組を進める必要がありま

す。 
このため、再生水の活用など水の循環利用と節水を推進する中で、安定した給水の確 

市民一人一人が環境問題への認識を深め、環境と共生する持続可能な※循環型社会の

形成を図るとともに、市民生活における快適性と安全性を確保し、豊かな暮らしを支え

る生活環境の向上に努めます。 
また、水を大切にするまちづくりを推進するとともに、災害や事故などから市民を守

るため、安全で安心して暮らせる環境の整備を図り、人と環境にやさしい安全で住みよ

いまちの実現を目指します。 
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保と安全で良質な水道水の供給に努め、水を大切にするまちづくりを推進します。 
 
◆近い将来発生が予想される東南海・南海地震などによる大規模災害や複雑・多様化し

ている事故、犯罪から市民を守り、暮らしの安全を確保することが求められており、市

民の防災・防犯・交通安全意識の高揚や災害・緊急時において迅速かつ的確に対応でき

る体制の整備など、防災・防犯機能や交通安全対策の充実強化に取り組む必要がありま

す。 
このため、市民や関係機関との連携を強化し、消防体制・危機管理体制の整備や防犯

対策、交通安全対策の充実を図るとともに、消費者の権利保護・自立促進や生活衛生の

向上を図り、安全で安心して暮らせる環境の整備を推進します。 
 
【政策】 

① 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成 

      環境と共生する持続可能な※循環型社会の形成を図るため、※地球温暖化防止など、
地球規模での環境問題への対応として、市民、事業者、行政が一体となって環境に配

慮した行動を展開するとともに、資源・エネルギーの有効利用の推進や、身近な自然

環境の保全、環境汚染防止の推進、環境保全意識の啓発など、環境保全活動を推進し

ます。 
また、ごみの発生抑制・減量・リサイクルを推進するとともに、一般廃棄物、産業

廃棄物の適正処理や不法投棄防止対策に取り組みます。 
  
〔施策〕 

   ・環境保全活動の推進 
   ・ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進 
   ・一般廃棄物の適正処理の推進 
    ・産業廃棄物の適正処理の促進 

  ・不法投棄の防止 
 
② 豊かな暮らしを支える生活環境の向上 

  市民の豊かな暮らしを支える生活環境の向上を図るため、生活道路・公園の整備、

緑地の保全を始め、良好な居住環境の整備や※地籍調査の推進など、生活基盤の整備・

充実を図ります。 
  また、下水道・合併処理浄化槽の整備を図るとともに、港湾・漁港の整備や河川・

水路環境の保全に努めるなど、都市基盤の充実・強化を図ります。 
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〔施策〕 
・居住環境の整備 
・身近な道路環境の整備 
・みどりのまちづくり 
・河川・港湾の整備 
・下水道・合併処理浄化槽の整備 

 
③ 水を大切にするまちづくり 

水を大切にするまちづくりを進めるため、雨水や再生水の有効活用など水の循環利

用を推進するとともに、節水行動の定着化など、節水を推進します。 
また、水道事業の経営基盤強化とサービスの向上に努める中で、自己処理水源の確

保や浄水場の整備等を進め、安定給水の確保を図るとともに、水質検査体制の充実な

どに努め、安全で良質な水道水の供給を図ります。 
 
 〔施策〕 
・水の循環利用と節水の推進 
・安全で安定した水道水の供給 
 
④ 安全で安心して暮らせる環境の整備 

  安全で安心して暮らせる環境の整備を図るため、各種災害対応能力の向上を図り、

消防力の強化に取り組むとともに、防災体制の整備・充実などにより、災害・緊急時

において、迅速かつ的確に対応できる消防体制や危機管理体制の整備を図ります。 
また、市民および警察等関係機関との連携を強化する中で、防犯対策や交通安全対

策の充実を図るとともに、食品・環境衛生対策など生活衛生の向上、消費者の権利保

護と自立促進に取り組みます。  
  
〔施策〕 
・消防体制の整備 
・危機管理体制の整備 
・防犯対策の推進 
・生活衛生の向上 
・交通安全対策の充実 
・消費者の権利保護と自立促進 
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３ 健やかにいきいきと暮らせるまち 

 

 
 
《現状・課題・対応方針》 

◆少子化が進行する中、核家族化や地域の人間関係の希薄化による家庭や地域での子育

て機能の低下が社会問題となっており、育児に対する不安・負担感の拡大や子育てと仕

事の両立の難しさ、子育て費用の増大などに対する効果的な子育て支援対策が求められ

ています。 

このため、子育てに関する様々な情報提供・相談など子育て支援体制の整備、子育て

に伴う経済的な負担の軽減など、家庭・地域における子育て支援を推進するとともに、

多様な保育ニーズに対応した保育サービスや放課後児童対策の充実、子育てしやすい就

業環境の整備促進など、子育てと仕事の両立支援を推進し、次代を担う子どもが健やか

に生まれ育つ環境づくりに努めます。 

 

◆近年の医学・医療の急速な進歩の一方で、食生活や運動など毎日の生活習慣との関連

が深い、糖尿病や心臓病、がん、脳卒中といった生活習慣病や日常生活におけるストレ

ス、疲労の蓄積等による心の不健康の増加が、新たな社会問題となっており、病気の早

期発見、早期治療のみならず、市民一人一人が、健康づくりの大切さを自覚し、生活習

慣病の発症や経過と、食生活・運動・休養などの生活習慣とのかかわりについて正しい

知識を身につけ、健康的な生活習慣を実践していくことが不可欠となっています。 

このため、※ライフステージに応じた心と体の健康づくりや※食育の推進など、健やか

に暮らすための健康づくりを、より一層推進するとともに、市立病院の整備や他の医療

機関等との連携強化など、医療体制の充実を図るほか、国民健康保険や介護保険などの

社会保障制度の適切な運営に努める中で、市民一人一人が健やかに暮らせる環境づくり

を推進します。 

 

◆障害者や高齢者を取り巻く環境は大きく変化し、加えて、障害者・高齢者の※ライフス

タイルや価値観の多様化に伴い、福祉にかかわるサービスの需要は増大しており、障害

者・高齢者が住み慣れた地域で、安心して、生きがいを持っていきいきと暮らすことが

保健・医療・福祉の連携と役割分担の下、家庭・地域における子育て支援など、子ど

もが健やかに生まれ育つ環境づくりに努めるとともに、健康づくりや医療体制の充実な

ど、市民一人一人が健やかに暮らせる環境づくりを推進します。 

また、障害者の自立支援や高齢者の生活支援など、いきいきと共に暮らせる福祉環境

づくりを推進し、健やかにいきいきと暮らせるまちの実現を目指します。 
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できる環境づくりを進めることが重要な課題となっています。 

このため、ボランティアの育成や住民の地域福祉活動への参加促進など、みんなで支

え合う地域福祉の推進を始め、障害者の自立支援や高齢者の生活支援の充実を図るとと

もに、生活困窮者の自立を支援します。 

また、障害者や高齢者が活動できる場と機会を確保し、教養・娯楽活動、公益活動へ

の積極的な参加や就業環境の整備充実など、生きがいづくりや社会活動への参加を促進

し、障害者や高齢者が、いきいきと共に暮らせる福祉環境づくりを推進します。 

 
【政策】 

① 子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり 

次代を担う子どもが健やかに生まれ育つ環境づくりのため、子どもの体験活動や遊

びの場と機会を提供し、子どもの居場所づくりを進めるとともに、児童虐待防止対策

など、子どもの権利擁護に努めるほか、妊婦や乳幼児の健康診査の実施など、母子保

健医療対策の充実を図ります。 

また、子育てに伴う経済的な負担の軽減やひとり親家庭の自立に向けた支援を推進

するとともに、子育てに関する情報提供の充実や子育て相談事業の実施など、家庭・

地域における子育て支援を推進します。 

また、多様な保育ニーズに対応した保育サービスや、放課後児童対策の充実を図る

とともに、子育てしやすい就業環境の整備に努め、子育てと仕事の両立支援を推進し

ます。 

 
〔施策〕 
 ・家庭・地域における子育て支援 
 ・子育てと仕事の両立支援 
 
② 健やかに暮らせる環境づくり 

健やかに暮らせる環境づくりのため、生涯を通じた健康づくりや※食育の推進、各種

健康診査などの保健サービスの充実、介護予防や感染症対策の取組により、健やかに

暮らすための健康づくりを推進します。 

また、市立病院の整備や監視指導などによる医療機関等の適正な運営の確保など、

医療施設の整備・充実とともに、救急医療体制の確保に努め、市民が安心できる医療

体制の充実を図ります。 

また、国民健康保険を始め、介護保険や※後期高齢者医療などの社会保障制度の適切

な運営に努めます。 
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 〔施策〕 
・健やかに暮らすための健康づくり 
・医療体制の充実 
・社会保障制度の適切な運営 
 

③ いきいきと共に暮らせる福祉環境づくり 

いきいきと共に暮らせる福祉環境づくりのため、ボランティアの育成や住民の地域

福祉活動への参加促進など、みんなで支え合う地域福祉を推進します。 

また、福祉サービスの提供や※バリアフリー化など生活環境の整備により、障害者の

自立支援や高齢者の生活支援の充実を図るとともに、生活困窮者の自立を支援します。 

また、障害者や高齢者が積極的に社会活動に参加できるよう、生きがいづくりの支

援や雇用等を促進し、活動できる場と機会の確保に努めるとともに、障害者・高齢者

福祉施設の整備促進など、福祉施設の充実を図ります。 
 
〔施策〕 
・みんなで支え合う地域福祉の推進 
・障害者の自立支援と社会活動への参加の促進 
・高齢者の生活支援と社会活動への参加の促進 
・生活困窮者の自立支援 
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４ 人がにぎわい活力あふれるまち 

 

 

 
《現状・課題・対応方針》 

◆本市は、瀬戸内海国立公園に面し、特別名勝栗林公園や史跡高松城跡である玉藻公園、

源平古戦場の屋島、塩江温泉郷などの歴史的・自然的観光資源に恵まれています。 

  また、最近では庵治地区を中心に、映画のロケ地として、全国的な知名度も向上して

います。 

しかしながら、近年、観光ニーズが多様化する中、本市を訪れる観光客数は伸び悩ん

でおり、市町合併により増大した貴重な地域資源をいかし、本市全体の魅力を最大限に

発揮していくことが求められています。 

このため、地域性豊かな特色ある観光資源の創造に努めるとともに、インターネット

などを活用した戦略的な情報発信や観光客の受入態勢の充実など、観光客誘致・交流の

推進に取り組み、魅力あふれる観光・※コンベンションの振興を図ります。 

 

◆近年、※モータリゼーションの進展や大規模小売店舗の郊外立地などにより、人々の活

動が広域化する中、コンビニエンスストアやインターネットなどによる新たな小売形態

が台頭するなど、本市の商業を取り巻く環境は、ますます厳しいものとなっています。 

中央商店街では、空き店舗の増加など、空洞化が進み、にぎわいや活力の向上が求め

られている一方、地域における小規模な小売店舗においては、独自性のある品揃えなど、

地域のニーズを反映した店づくりが課題となっています。 

また、中小企業の経営基盤の強化や起業化の支援、企業誘致などの取組のほか、※高松

ブランド確立に向けた取組が求められています。 

一方、農林水産業では、食の安全・安心に対する関心の高まりや自然環境の保全への

貢献など、その果たす役割が再認識される中、担い手の高齢化や後継者不足が課題とな

っています。 

   このため、商工業、農林水産業の振興に努めるとともに、特産品の育成・振興とブラ

地域性豊かな特色ある観光資源の創造を図るとともに、観光客の誘致・交流を推進し、

魅力あふれる観光・※コンベンションの振興に努めます。 

また、商工業や農林水産業の振興を図り、特産品の育成・振興とブランド化を推進す

る中で、地域を支える産業の振興・地域経済の活性化を図るとともに、就業環境の向上

による安定した魅力ある就業環境づくりに努めます。 

また、国際化への対応と地域間交流を図る中で、人が行きかう多彩な交流を促進する

ことにより、人がにぎわい活力あふれるまちの実現を目指します。 
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ンド化の推進に取り組み、地域を支える産業の振興・地域経済の活性化を図ります。 

 

◆終身雇用制度の見直しや非正規雇用の拡大、※ワーキング・プアの顕在化など、勤労者

を取り巻く状況は複雑・多様化しており、いきいきと働くことのできる就業環境づくり

が求められています。 

このため、就業支援を推進するとともに、勤労者福祉の充実に努め、安定した魅力あ

る就業環境づくりを推進します。 

 

◆近年、社会、経済、文化など様々な分野でのグローバル化の進展により、市民の※国際

感覚の涵養が求められているほか、活力ある地域づくりに向けた幅広い地域間交流が必

要となっています。 

このため、異なる文化や習慣を理解し尊重し合える国際感覚を醸成するとともに、※姉

妹・友好都市等国内外の交流活動の推進や、本市への移住・交流を促進するなど、国際

化への対応と地域間交流を推進し、人が行きかう多彩な交流を促進します。 

 

【政策】 

① 魅力あふれる観光・コンベンションの振興 

魅力あふれる観光・※コンベンションの振興を図るため、多彩な観光資源の有機的な

連携を図る中で、観光資源の活用と創出に取り組むとともに、高松まつりなどの魅力

あるイベントの振興に努め、地域性豊かな特色ある観光資源の創造を図ります。 
また、観光ボランティアガイドの育成など観光客の受入態勢の充実を図るとともに、

インターネットを始め、様々な媒体を活用した効果的・戦略的な情報発信、※コンベン

ションの誘致促進を図り、観光客誘致や交流の推進に努めます。 
 
〔施策〕 
・地域性豊かな特色ある観光資源の創造 
・観光客誘致・交流の推進 
 

② 地域を支える産業の振興・地域経済の活性化 

地域を支える産業の振興・地域経済の活性化を図るため、中央商店街のにぎわいづ

くりや企業の誘致・交流を推進するとともに、中小企業等の育成と振興、流通機能の

強化に努め、商工業の振興と地域経済の活性化を推進します。 
また、農林水産物の生産振興を図るとともに、生産体制の強化、生産基盤の整備、 

※グリーン・ツーリズム事業など、交流・体験活動の促進に努め、農林水産業の振興を

図ります。 
また、庵治石や松盆栽、漆器など特産品の育成と振興に努めるとともに、効果的な
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情報発信を行うなど、※高松ブランドの確立に向けた取組を推進します。 
 
 〔施策〕 
 ・商工業の振興と地域経済の活性化 
  ・農林水産業の振興 
 ・特産品の育成・振興とブランド化の推進 
 
③ 安定した魅力ある就業環境づくり 

安定した魅力ある就業環境づくりのため、関係機関と連携し、※インターンシップ雇

用や女性・高年齢者等への就労支援など、就業支援を推進するとともに、中小企業勤

労者福祉共済事業など勤労者福祉の充実に努め、就業環境の向上を図ります。  
 
〔施策〕 
・就業環境の向上 

 
④ 人が行きかう多彩な交流の促進 

人が行きかう多彩な交流を促進するため、地域に暮らすすべての市民が、文化や習

慣の違いを認めながら、共に生活できる、※多文化共生のまちづくりを進めるとともに、

※姉妹・友好都市等との友好・親善活動や、民間団体などの多様な交流活動を支援する

など、国内外の交流活動の推進や、本市への移住・交流を促進し、国際化への対応と

地域間交流を推進します。 
 
〔施策〕 
・国際化への対応と地域間交流の推進 
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５ 道州制時代に中枢拠点性を担えるまち 

 

 

 

 

《現状・課題・対応方針》 

◆本市は、高速道路網や高松港、高松空港など、陸・海・空の広域交通基盤が整備され

ていますが、四国の中枢拠点都市として更に発展していくためには、国内外の航空路線

網の拡充など、交通拠点性の向上が必要となっています。 
 また、※モータリゼーションの進展や大規模小売店舗の郊外立地など、都市機能の拡散

傾向が続く中、中心市街地の居住人口の減少や商業機能の衰退、活力低下など、都心に

おける空洞化が顕著となっており、都市の顔である中心市街地の再生が求められていま

す。 
このため、高松空港の機能強化や幹線道路の整備など拠点性を高める交通網の整備を

図るとともに、サンポート高松の機能強化や丸亀町の再開発の推進による中心市街地の

活性化を図り、四国の※リーディング・シティとしての役割を担い、拠点性を発揮できる

都市機能の形成に努めます。 
 
◆市街化の進展に対処し、都市交通の円滑化を図るため、総合的視点に立った鉄道・バ

ス等の公共交通機関の充実や良好な交通環境の確保が課題となっています。 
また、環境にやさしく、機動性などに優れた都市内交通手段として、自転車のより一

層の利用促進が求められています。 
このため、公共交通機関の充実や※交通結節機能の強化など公共交通の利便性の向上を

図るとともに、自転車利用の環境づくりを進め、快適で人にやさしい都市交通の形成に

努めます。 
 
◆近年、全国的に中心市街地の衰退傾向が顕著になる中、国は、いわゆる、※まちづくり

三法の改正を行い、本市においても人口減少・少子高齢社会への対応、※既存ストックの

活用等、都市経営コストの抑制の観点などから、都市機能の拡散を防止することが求め

激しさを増す都市間競争において、本市の優位性を更に高めるため、中心市街地の活

性化などにより、拠点性を発揮できる都市機能の形成に努めるとともに、公共交通機関

や自転車が利用しやすい、快適で人にやさしい都市交通の形成を図ります。 
また、適正な土地利用の推進などにより、計画的な市街地の形成を図るとともに、地

域に即した都市景観の創出に努め、魅力ある都市空間の形成を図ります。 
また、情報通信基盤の整備など、地域情報化の推進により、高度情報通信社会に対応

できる拠点機能の強化を図り、※道州制時代に中枢拠点性を担えるまちの実現を目指し

ます。 
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られています。 
このため、適正な土地利用の推進や地域における拠点性の確保により、コンパクトで

持続可能な都市の構築に向け、計画的な市街地の形成に努めます。 
 
◆近年、潤いや安らぎなど、人々の感性に同調するような景観への関心が高まってきて

おり、市民が愛着と誇りを持ち、魅力を感じる都市景観の形成が求められています。 
このため、今日まで引き継がれてきた美しい景観の保全など、都市景観づくりを推進

するとともに、瀬戸内海など、海・水辺を生かしたまちづくりを推進し、地域に即した

都市景観の創出に努め、魅力ある都市空間の形成を図ります。 
 
◆近年、インターネットの普及を始めとする情報ネットワーク社会が急速に進展する中、

高度な情報通信技術を利活用した、産業の振興や市民生活の利便性向上などの取組が求

められています。 
 このため、すべての地域において利便性が享受できるよう、通信回線の※ブロードバン

ド化など情報通信基盤の整備により、情報格差の是正に努めるなど、地域情報化を推進

し、高度情報通信社会に対応できる拠点機能の強化を図ります。 
 

【政策】 

① 拠点性を発揮できる都市機能の形成 

激しさを増す都市間競争において、本市の優位性を更に高め、拠点性を発揮できる都

市機能の形成を図るため、高松空港の機能強化や幹線道路の整備など、拠点性を高める

交通網の整備を進めます。 
また、本市の都市文化の創造拠点として整備したサンポート高松など中心市街地の機

能強化を図るとともに、魅力ある商業・業務空間の形成やまちなか居住を促進する再開

発を推進し、中心市街地の活性化に努めます。 
 
 〔施策〕 
・拠点性を高める交通網の整備 
・中心市街地の活性化 

 
② 快適で人にやさしい都市交通の形成  

 多様な交通手段が有機的に連携した快適で人にやさしい都市交通の形成を図るため、

鉄道新駅の整備や生活バス路線の運行の確保など、鉄道・バス等の公共交通機関の充

実・強化や主要な駅等における※パーク・アンド・ライドの拡充など、良好な交通環境

の確保に努め、公共交通の利便性の向上を図ります。 
また、自転車が持つ利便性を享受できる都市環境を創出するため、レンタサイクル 
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事業など、快適な自転車利用の環境整備や放置自転車対策を推進し、自転車利用の環

境づくりを進めます。 
 
 施策 
 ・公共交通の利便性の向上 
・自転車利用の環境づくり 

 
③ 計画的な市街地の形成 

コンパクトで持続可能な集約型都市の構築に向け、計画的な市街地の形成を図るた

め、都市計画制度等の的確な運用により、適正な土地利用を推進するとともに、旧市

域や合併地区の地域特性をいかした、地域における拠点性の確保を図ります。 
 
 〔施策〕 
・適正な土地利用の推進 
・地域における拠点性の確保 

 
④ 魅力ある都市空間の形成 

魅力ある都市空間の形成を図るため、承継すべき美しい景観の保全など、都市景観

づくりを推進するとともに、世界に誇れる瀬戸内海や※日本三大水城の一つである高松

城跡の保存整備など、海・水辺をいかしたまちづくりを推進し、地域に即した都市景観

の創出に努めます。 
 
 〔施策〕 
・地域に即した都市景観の創出 

 
 ⑤ 高度情報通信社会に対応できる拠点機能の強化 

インターネットの急速な普及などによる高度情報通信社会に対応できる拠点機能の

強化を図るため、だれもがいつでも容易に様々な情報を受発信できるなど、すべての

市民が情報化の恩恵を享受、実感できるよう、全市域を網羅する超高速※ブロードバン

ド・ネットワークの構築に向けて、情報通信基盤の整備を図るとともに、情報関連産

業と人材の育成に努め、地域情報化を推進します。 
 

 〔施策〕 
・地域情報化の推進 
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６ 分権型社会にふさわしいまち 

 

 

 
 
《現状・課題・対応方針》 
◆近年、都市化や核家族化の進行などにより、地域の連帯感やふれあいが薄れつつある中、

複雑・多様化する地域課題を、地域の人たちが、自らの問題としてとらえ、解決に向けて

積極的に取り組む、地域自らのまちづくりが求められています。 
また、市民・企業の意識やニーズが多様化し、行政需要が変化する中、市民の市政への

参画意識の高まりや、※ＮＰＯの活動の活発化など、市民の自発的活動をいかし、それぞ

れの役割分担を明確にしながら、共に市政を推進していくことが求められています。 
このため、市民一人一人が主体的に地域のまちづくりに取り組み、地域力を高めること

ができるよう地域コミュニティの自立・活性化を支援するとともに、行政の透明性の向上

に努める中で、市民・※ＮＰＯ・企業・行政等が共通の課題に取り組む多様な※パートナ

ーシップによるまちづくりを進め、参加・※協働で進めるコミュニティを軸としたまちづ

くりを推進します。 
 
◆※三位一体の改革の進展など、本格的な※地方分権型社会への構造転換が図られるとと

もに、※地方分権改革推進法の成立により、※第２期地方分権改革がスタートする中、多

様化する行政ニーズや新たな行政課題に迅速かつ的確に対応するため、自らの判断と責

任で地域経営を行うとともに、更なる行財政改革を推進し、安定した行財政基盤を確立

することが求められています。 
  また、国における※道州制の検討など、国と地方の在り方の見直しが進む中、活力ある

都市づくりに向け、地域の課題解決や地域目標の共有化のため、多様な主体との効果的

な連携の推進が必要となっています。 
このため、行財政改革計画を推進する中、簡素で効率的な行財政システムの構築に努

めるとともに、都市間の広域連携や国・県、産学との連携を図り、社会の変革に即応し

た行財政運営を推進します。 
 

市民と行政の適切な役割分担の下、地域コミュニティの自立・活性化や多様な※パー

トナーシップの構築により、参加・※協働で進めるコミュニティを軸としたまちづくり

を推進します。 
また、簡素で効率的な行財政システムを構築するとともに、国・県などとの連携を推

進する中で、社会の変革に即応した行財政運営に努め、分権型社会にふさわしいまちの

実現を目指します。 



                 - 40 - 

【政策】 

① 参加・協働で進めるコミュニティを軸としたまちづくり 

参加・※協働で進めるコミュニティを軸としたまちづくりを進めるため、地域コミュ

ニティ組織の充実や活動の支援、活動拠点の整備・充実を図り、地域コミュニティの自

立・活性化を支援します。 
また、市政への市民参画の促進、※協働の推進に努める中で、広聴・広報活動の充実、

情報の公開・提供などによる行政の透明性の向上を図り、市民・※ＮＰＯ・企業・行政

等がそれぞれの特性をいかし、ともに支えあいながら、共通の課題に取り組む多様な  

※パートナーシップによるまちづくりを推進します。 
 
〔施策〕 
・地域コミュニティの自立・活性化 
・多様な※パートナーシップによるまちづくり 

 
② 社会の変革に即応した行財政運営 

   社会の変革に即応した行財政運営を図るため、行財政改革計画を推進する中で、健全

な財政運営に努め、組織・人事・給与の適正化や民間と行政の適切な役割分担の下での

民間活力の導入、電子市役所の推進など、簡素で効率的な行財政システムの構築を図り

ます。 
    また、本市における住民自治の基本理念や自治体運営の基本原則などを定める、本市

まちづくりの最高規範としての自治基本条例（仮称）を制定し、この条例に基づき、市

民主体の市政運営を推進します。 
また、県内市町を始めとする都市間の連携や国・県、産学との連携を図る中で、広域

的な課題を始め、基礎自治体の在り方や新たな都市圏域の在り方について調査・研究を

進めるなど、効果的な連携を推進します。 
 
〔施策〕 

   ・簡素で効率的な行財政システムの構築 
   ・連携の推進 
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５ 主要指標 

  人口指標 

  ア 将来推計人口 
本市の総人口は、今後、全国の傾向と同様に、減少が続き、総合計画の期間の最

終年次である平成２７（２０１５）年には４０万９，０００人（平成１７年の    

９７．８％）、平成４２（２０３０）年には３７万２，０００人（同８９．０％）、

平成６２（２０５０）年には２９万８，０００人（同７１．３％）になると推計さ

れます。 
年齢階層別では、平成６２（２０５０）年には平成１７（２００５）年に比べ、 
１５歳未満および１５歳以上６５歳未満の人口がおおむね半数となるのに対し、６５

歳以上の人口はおおむね１．５倍になると推計され、少子・高齢化が一層進行するも

のと予測されます。 

高松市の将来推計人口（中位推計）（総数）

60,706 54,000 47,000 42,000 39,000 37,000 35,000 32,000 29,000

272,849
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高松市の将来推計人口（中位推計）（男）
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高松市の将来推計人口（中位推計）（女）

29,737 27,000 23,000 21,000 19,000 18,000 17,000 16,000 14,000
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将来推計人口（平成１７年：１００）
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    （注）平成１７年国勢調査報告（総務省）における本市総人口を基準人口とするコーホ

ート要因法による高松市推計 
       平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えるとともに、年齢不詳人口を各

年齢階層に案分して計上 
       全国の値は、日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計（国立社会保障・人口

問題研究所））の出生中位・死亡中位推計から作成 

 
  イ 将来推計世帯数・世帯当たり人員 
    平成２７（２０１５）年の世帯数は、平成１７（２００５）年と比べて総人口が

減少すると推計されるのに対し、１，０００世帯余り増加すると推計されます。 
また、１世帯当たり人員は、２．５人を割り込むと推計されます。 

   

実績 推計
区分 平成17年 平成27年

（2005年） （2015年）
世帯数 163,870 165,000
人口 418,125 409,000
１世帯当たり人員 2.55 2.48  
（注）平成１７年国勢調査報告（総務省）における本市一般世帯数を基準世帯数とす
る高松市推計 
平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えて作成 
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  産業・経済指標 

   本市の１５歳以上就業者数は、生産年齢人口（１５歳以上６５歳未満人口）の減少

に応じて減少すると推計されます。産業別就業者数の構成比では、近年の産業構造の変

化が今後も継続していくと予測されるため、第１次産業および第２次産業は減少し、第

３次産業は増加すると推計されます。 
 

  

高松市の１５歳以上就業者数

5,700
(3.2%)
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(4.0%)

30,300
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（注）平成１７年国勢調査報告（総務省）における本市の１５歳以上就業者数を基準就業
者数とする高松市推計 
平成１９年４月１日現在の市町の境界に組み替えて作成 
第１次産業 農業、林業、漁業 
第２次産業 鉱業、建設業、製造業 
第３次産業 電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、卸売・小売業、

金融・保険業、不動産業、飲食店、宿泊業、医療、福祉、教育、学習
支援業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）、
公務（他に分類されないもの） 
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６ 土地利用構想 

 将来都市構造・土地利用の基本的な考え方 

  本市は、環瀬戸内海圏の中枢・中核拠点都市として、これまでの都市機能の集約を

ベースに、市街地中心部を始め、各地域の街・集落、自然豊かな農村地帯、そして讃

岐山脈に抱かれた中山間地域までの多様で特色のある地域が融合し、一体となったま

ちづくりを進め、地域の総合力を発揮する中で、元気のある都市の創造を、都市づく

りの基本的な考え方としています。 
このため、市民共通の生活・産業基盤であり、限られた資源である土地については、

公共の福祉を十分に考慮し、長期的な視野に立って利用を進める必要があり、持続可

能な将来の都市構造のあり方を展望する中で、本市の自然的、社会的、経済的、文化

的諸条件や各地域における土地利用の歴史等に配慮するとともに、健康で文化的な生

活環境の確保と地域産業の振興等が図られるよう、都市的土地利用と自然的土地利用

を明確にし、総合的、計画的な土地利用を進めます。 
また、地理的形状、歴史的つながり、地域の特性や課題などの諸条件を踏まえ、市

域を大きく区分し、それぞれの地域の個性等を生かした重点的な機能集積を図り、特

色あるまちづくりを進めます。 
都心中心部においては、サンポート高松を中心とした新しい都市拠点機能の核づく

りや既成市街地の再整備などを通じて、商業・業務機能の拡充や良好な市街地環境の

整備などにより、高次都市機能の集積した中枢拠点地域の形成を図ります。 
都心周辺の既成市街地や都市近郊においては、これまでの集積を維持し、適正な市

街地規模を確保する中で、地域における拠点性が発揮できる、自然環境と調和のとれ

た良好な市街地の形成を図ります。 
具体的には、中心部での都市機能の集約を図るとともに、各地域が特徴をいかしな

がら、地方中核都市ならではの都市的利便性と自然的環境を享受できる都市の実現に

向け、都市計画の※地域地区制度等の活用による、適正かつ合理的な土地利用の規制・

誘導を図るとともに、都市機能の更なる拡散につながるような郊外での都市基盤整備

の抑制など、公共投資を効果的、効率的に行うほか、公共交通の利用促進に努め、高

松市にふさわしい、コンパクトで持続可能なまちづくりを進めます。 
なお、将来都市構造や土地利用の方針については、このような基本的考え方に基づ

いて、都市計画区域を対象として策定する「高松市都市計画マスタープラン」の中で

示します。 
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 将来都市構造のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※ この図は将来都市構造のイメージ図であり、場所等を特定するものではありません。 
 
 
 
 
 
 

　
　　　　    様々な拠点

　　　　　   連携する軸（道路，鉄道など）
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７ 地域別まちづくり 

地域別まちづくりは、各地域のまちづくりの方向性を示すことにより、市民と※協働し

て、個性と特色あるまちづくりを進めるためのものです。 
このため、地域の現状と課題、地理的形状、歴史的つながりなどを総合的に勘案し、

それぞれの地域の活性化を図りながら、地域間の有機的な連携により、お互いの個性と

特色を相乗的に高めていくエリアを設定し、それぞれの地域のまちづくりを進めます。 
 

 

８ 総合計画の推進 

本市の目指すべき都市像「文化の風かおり 光かがやく 瀬戸の都・高松」の実現に

向け、まちづくりの目標に掲げる施策の大綱の一つ一つを着実に実施していくため、健

全な財政運営を図るとともに、適切な総合計画の進行管理に努め、総合計画を推進しま

す。 

  
 

 

 



                  

 
 
 
 
 
 
 
 

【地域別まちづくり】 
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１ 地域区分の目的と考え方 

地域区分は、地域の特性や課題を整理する中で、各地域のまちづくりの方向性を示す

ことにより、市民と※協働して、個性と特色あるまちづくりを進めるためのものです。 
本市では、これまでも地域区分を設定し、地域別まちづくりの考え方を示す中で、相

互に整合性のとれた特色あるまちづくりを進めてきましたが、平成１６年５月に線引き

（市街化区域と市街化調整区域の区域区分）制度の廃止を含む新しい都市計画制度が施

行されるとともに、平成１７年度の近隣６町との合併により、市域が著しく拡大するな

ど、地域を取り巻く環境は、大きく変化しています。 
このようなことから、現在、見直しを行っている※都市計画マスタープランにおける地

域区分の考え方との整合性を始め、地域の現状と課題、地理的形状、歴史的つながりな

どを総合的に勘案し、それぞれの地域の活性化を図りながら、地域間の有機的な連携に

より、お互いの個性と特色を相乗的に高めていくエリアを設定することとします。 
 ＜参考＞ 
小学校区別人口                       (平成 19年 4月 1日現在：人) 

校 区 名 人 口 校 区 名 人 口 校 区 名 人 口 

日     新   3,357 屋  島  東 3,096 川      島 10,637 

二  番  丁  10,871 屋  島  西 9,144 十      河 8,495 

四  番  丁  4,003 前      田 4,718 植      田 2,782 

亀      阜 15,254 川      添 9,615 東  植  田 1,382 

栗      林 16,027     林 8,047 上      西 488 

花      園 9,073 三      渓 3,505 塩      江 1,408 

松      島 9,005 仏  生  山 8,788 安      原 1,517 

築      地 4,220 香      西 10,981 香      南  7,998 

新 塩 屋 町 5,078 一      宮 15,350 大      野 7,290 

鶴      尾 11,640 多      肥 10,262 浅      野 9,443 

太      田 12,645 川      岡 4,463 川      東 8,321 

太  田  南 13,860 円      座 10,174 国分寺北部 12,425 

中     央 11,103 檀      紙 7,612 国分寺南部 12,485 

木      太 10,266 弦      打 10,413 庵      治 6,105 

木 太 北 部 8,185 鬼      無 5,902 庵 治 第 二  158 

木  太  南  10,417 下  笠  居 6,658 牟      礼 5,761 

古  高  松 12,832 女      木 220 牟  礼  北 7,641 

古 高 松 南 8,281 男      木 223 牟  礼  南 4,889 

屋      島 10,084        総  数（55校区）      424,597 

  
注）住民基本台帳および外国人登録に登録された人口を小学校区別に取りまとめたものです。 
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地域別計画エリア 

          

 

西部地域 

都心地域
東部地域 

中部地域

南部地域
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２ 地域別まちづくりの考え方 

■都心地域 

 地域の特性と課題 

   本地域は、※中枢管理機能が集積する地域であることから、これまで、※サンポート

高松総合整備事業を始めとして、拠点都市機能の整備が着々と進められてきましたが、

一方で、市街地の※スプロール化や大規模小売店舗の相次ぐ郊外立地によって、中心市

街地の空洞化、中央商店街の活力低下が顕著となりつつあります。 
 また、女木・男木地区では、人々の流出とともに、高齢化が顕著になっています。 
   こうした地域特性を視野に入れ、整理した課題は、次のとおりです。 
ア サンポート高松や玉藻公園、※北浜アリーなどの※ウォーターフロントと中央商店

街を始めとする既存市街地の連携強化により、都心の魅力をアップすることが重要

となっています。 
イ 小・中学校の統合に伴う、学校跡地等の有効活用が重要となっています。 
ウ まち歩きの楽しめる歩道や沿道の※アメニティ整備が重要となっています。                      
エ 快適な都市景観の形成により、新たな都心イメージの醸成が重要となっています。 
オ 緑の景観整備を通して、人にやさしい都市空間の形成が重要となっています。 
カ 沿岸部を中心に海抜が低いことから、高潮や大雨等に対する浸水対策が重要とな

っています。 
  キ 島しょ部では、基盤施設や生活関連施設などの整備や地域資源をいかした活性化

策の検討が必要となっています。         
  ク 南消防署の移転に伴う、跡地の活用が課題となっています。 
 
 交通の現況 

□ Ｊ   Ｒ（高松駅・昭和町駅・栗林公園北口駅・栗林駅・木太町駅） 
□ 琴   電（高松築港駅・片原町駅・瓦町駅・栗林公園駅・三条駅・今橋駅・松 
        島二丁目駅・沖松島駅・春日川駅・花園駅・林道駅・木太東口駅） 
□ 路線バス等（市民病院ループバス、ショッピングレインボー循環バス、朝日町 

 線等） 
□ 航     路（高松港、女木港、男木港） 

 
 まちづくりの方向  

ア サンポート高松から中央商店街などへの回遊性の確保に努めるなど、散歩が似合

う街づくりを推進します。 
イ 商店街のにぎわいづくり事業を支援します。 
ウ 統合予定の小・中学校跡地等の有効活用を図ります。 
エ 片原町駅・瓦町駅周辺地区の整備に努めます。       
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オ 「まちなか居住」のための住環境の整備を図ります。 
カ 空き店舗等を活用した商店街の活性化や地域活動の拠点づくりを支援します。 
キ 身近に緑と歴史が感じられるまちづくりを推進します。 
ク 高潮・大雨等に対する浸水対策に取り組みます。 
ケ 女木・男木地区において、引き続き離島航路の維持や国民健康保険直営診療所の

運営を行うなど交通・生活基盤を整えます。 
コ 女木・男木地区の既存観光資源の活用とともに、空き家を利用した新たな活性化

方策の検討など、地域活性化を推進します。  
サ 南消防署の移転に伴う、跡地の活用方法を検討します。 
                    
 
■中部地域     

 地域の特性と課題            

本地域は、宅地化・都市化が進行している地域であり、特に、旧高松市南部の拠点

として整備された※太田第２地区においては、商業機能が集積するなど、新たな市街地

が形成されています。 
地域内には、高松自動車道のインターチェンジが立地するとともに、国道３２号、

国道１９３号などの幹線道路が整備されています。 
また、地域内に立地する※香川インテリジェントパーク内には、県立図書館・文書館、

県産業交流センターや四国工業技術研究所、香川大学工学部などが整備されています。 
また、地域南部には、田村神社や８３番札所一宮寺など、歴史的まち並みが保存され

ています。また、仏生山公園、奈良須池、三郎池などのため池や里山があり、豊かな

自然と歴史に恵まれています。 
   こうした地域特性を視野に入れ、整理した課題は、次のとおりです。 
 ア 地域における良好な市街地を形成するための土地利用の誘導が重要となっていま

す。 
イ 高速道路と連絡する広域的な道路の整備や周辺環境の整備が求められています。 
ウ ※香川インテリジェントパークや周辺の整備による既成市街地との一体感のある

まちづくりが求められています。                  
エ 都心部への車の流入を抑制し、円滑な交通を確保するための※交通結節機能の強化

が求められています。                 
オ 神社・仏閣や歴史的まち並み、公園、ため池、里山などの地域資源をいかした取

組が課題となっています。 
 

 交通の現況 

□ 琴   電（太田駅・仏生山駅・空港通り駅・一宮駅・円座駅・岡本駅・元山駅） 
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□ 路線バス等（御厩・県立総合プール線、香川中央高校・日生ニュータウン線、 
由佐・池西線、サンメッセ・川島・西植田線、塩江線等） 

□ 高 速 道 路（高松中央インターチェンジ・高松檀紙インターチェンジ） 
 
 まちづくりの方向  

ア 既存の商業集積をいかしつつ、居住環境に配慮する中で、計画的な土地利用の誘

導に努めます。 
イ 高速道路と連絡する幹線道路の整備や周辺環境の整備を進めます。 
ウ ※香川インテリジェントパークに立地する研究・開発施設などを核とする産業拠点

や高松中央インターチェンジの立地効果を活用した拠点の形成を図ります。 
エ 通勤時間短縮や渋滞解消、環境対策など効果の高い※パーク・アンド・ライドの充

実を図ります。                             
オ 中心市街地へのアクセス向上を図る新駅の整備検討を進めます。 
カ 歴史的まち並みや田村神社・法然寺などの歴史資源の有効活用を図るとともに、

仏生山公園やため池、里山などの豊かな自然をいかした散策ゾーンの形成に努めま

す。 
キ 香東川河川敷やため池を活用した潤いのある安全な環境づくりに努めます。           

ク 移転後の県農業試験場跡地の有効活用方策について、県に働きかけます。            

ケ 各種災害に対応するため、高松市の新たな消防・防災の拠点施設として、南消防

署の移転整備を進めるとともに、跡地の活用方法を検討します。                 

コ 下水道、合併処理浄化槽などの生活排水施設の整備を推進します。 
                             
 

 ■東部地域                  

 地域の特性と課題 

本地域は、ＪＲ高徳線、琴電志度線・長尾線、路線バスが充実する地区と公共交通

サービスが不便な地区が混在する地域です。 
また、※古代山城屋嶋城の城門遺構を有するなど我が国有数の歴史資産であり、観光

地である屋島や源平古戦場・８４番札所屋島寺・８５番札所八栗寺などを有する特色

のある地域です。 
また、地域を南北に縦断する新川・春日川等の水辺地は、暮らしの中での身近な親

水空間を形成するとともに、主要地方道高松長尾大内線の開通により、人、物の流れ

が変化しており、幹線道路沿道地区では、大規模小売店舗等が進出するなど、混在型

の住居地域を形成しています。 
また、地域北部は、三方が瀬戸内海に面した半島であり、風光明媚な景観や映画の

ロケ地が観光スポットとなっています。 
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   こうした地域特性を視野に入れ、整理した課題は、次のとおりです。 
ア 良好な住環境の保全と沿道利用の適切な誘導が重要となっています。 
イ バス路線の充実による都心部との公共交通サービスの向上が重要となっています。        

ウ 周辺地域との連携や市民活動など交流の拡大による観光地屋島の活性化が重要と

なっています。    
エ 過去に床上および床下浸水等の被害を受けているため、沿岸地域の高潮対策や自

然環境に配慮した治水対策が重要となっています。 

   
 交通の現況 

□ Ｊ   Ｒ（屋島駅・古高松南駅・八栗口駅・讃岐牟礼駅） 
□ 琴   電（潟元駅・屋島駅・古高松駅・八栗駅・六万寺駅・大町駅・八栗新道    

駅・塩屋駅・房前駅・原駅・水田駅・西前田駅・高田駅） 
□ 路線バス等（屋島大橋線、浦生線、庵治線、高松東病院・大学病院線、引田線） 
□ 高 速 道 路（高松東インターチェンジ） 
□ 航   路（庵治港、大島港） 

 
 まちづくりの方向  

ア 良好な住環境を保全するとともに、国道１１号や国道１１号高松東道路沿道の計

画的な土地利用を促進します。                   
イ 都心部との交通機関が不便な地域については、利用しやすい公共交通機関の充実

に努めます。                           
ウ 源平の史跡、映画ロケ地等の地域資源をいかし、本市の魅力的な観光の核として

源平古戦場である屋島地域（庵治・牟礼・屋島）のにぎわいづくりに取り組みます。        

エ 過去に床上および床下浸水等の被害を受けた沿岸地区の高潮対策に取り組むとと

もに、河川改修や水路・ポンプ場の整備など、浸水対策に取り組みます。 
オ 河川を活用した歩行者空間ネットワークの整備に努めます。 
カ 市民の憩いの場、スポーツ・レクリエーションの場として東部運動公園の整備を

進めます。 
キ 下水道、合併処理浄化槽などの生活排水施設の整備を推進します。               

ク 土地を適正に管理し、公共事業の円滑な実施などの基礎資料とするため、※地籍調

査を計画的に推進します。                      
ケ 県道高松牟礼線から県道三木牟礼線に至る県道木田郡北部ルート（仮称）構想の

推進を県に働きかけます。                
コ 上記のほか、牟礼地区・庵治地区のまちづくりは、それぞれ、合併基本計画、建

設計画に基づいて推進します。                
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 ■西部地域                 

 地域の特性と課題 

本地域は、都市化が進む地区と、自然が多く残された地区が混在しており、御殿浄

水場を始め、衛生処理センター、香東川流域下水道香東川浄化センター、県総合運動

公園など、多くの公共施設が整備されている地域であり、都心部との密接なネットワ

ークを形成しています。 
地域北部は、五色台を始めとする豊かな緑や河川、海浜など、自然資源に恵まれた

地域で、盆栽や果樹、花きなど、特色ある農業が行われています。 
   また、地域南部は、瀬戸大橋を経て本州に至るＪＲ・国道を擁し、高松空港にも近

いなど広域的な※交通結節機能を有しており、都市近郊農業地域としての水と緑の田園

景観が保たれていますが、幹線道路沿線地区では、沿道サービス型の小売店舗等が進

出して、混在型の住居地域を形成しています。 
   また、本地域は、国の特別史跡である讃岐国分寺跡や８０番札所国分寺・８２番札

所根香寺など多くの文化的資源に恵まれています。 
   こうした地域特性を視野に入れ、整理した課題は、次のとおりです。 
ア 地域特性をいかした土地利用の形成と都市基盤の整備が重要となっています。 
イ 幹線道路やバス路線の充実による都心地域との交通利便性の向上が重要となって

います。 
ウ 峰山や香東川などにより地理的に、中心地域と分断されているため、道路ネット

ワークの整備等が重要となっています。            
エ 良好な自然環境の維持と生態系の保全や、文化財の保存・活用、広域観光レクリ

エーションゾーンや地域資源をいかした散策ゾーンの形成が重要となっています。 
オ 過去に河川の一部が氾濫し、床上および床下浸水等の被害を受けており、自然環

境に配慮した治水対策が重要となっています。  
 

 交通の現況 

□ Ｊ   Ｒ（香西駅・鬼無駅・端岡駅・国分駅） 
□ 路線バス等（運転免許センター線、下笠居線、香西線、高松西高線、 

御厩・県立総合プール線、国分寺町循環バス） 
□ 高 速 道 路（高松檀紙インターチェンジ・高松西インターチェンジ） 
 
 まちづくりの方向  

ア 下水道、合併処理浄化槽などの生活排水施設の整備を推進します。               

イ 国分寺地区において、支所の有効活用を始め、隣接する国分寺会館との連携も考

慮する中で、コミュニティセンター機能も備えた地域の拠点となる文化施設の整備

を図ります。          
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ウ ＪＲ端岡駅のアクセス性の向上を図るとともに、列車運行の改善等を関係機関に

働きかけるなど、駅機能の強化に努めます。 
エ 本地域と都心部を結ぶ都市計画道路木太鬼無線の早期整備に努め、西部地域の活

性化や交通の円滑化を図ります。                
オ 地下水を有効活用した水運用計画に基づき、御殿浄水場における水道水源の安定

的確保を図るため、都市計画道路木太鬼無線の道路改良工事に併せて導水管を布設

します。 
カ 全国的にも有名な松盆栽を始め、果樹や花きなどのブランド化に努め、農業の振

興を図ります。 
キ 海岸線や五色台、ため池、河川などの水辺景観や豊かな生態系などの保全と散策

ゾーンの形成に努めるとともに、文化財の保存・活用を図ります。          
ク 河川改修や水路・ポンプ場の整備など、浸水対策に取り組みます。               

ケ 上記のほか、国分寺地区のまちづくりは、建設計画に基づいて推進します。 
 

 

 ■南部地域               

 地域の特性と課題 

本地域は、山、川、花や緑等の自然環境に恵まれた、水資源を供給する自然と共生し

ている潤いのある地域であり、特に地域南部では、豊かな森林資源や温泉等を有して

おり、広汎な人々にグレードの高いレクリエーションや保養の場を提供しています。 
また、地域北部は、空の玄関である高松空港を擁しており、都心部とはリムジンバス

により３０分余りで結ばれています。 
また、地域東部では、お茶栽培等の農業生産が活発ですが、他の地域に比べ公共施

設が少ない地域であり、公共交通機関が未整備の地区や上水道の未給水地区もありま

す。 
こうした地域特性を視野に入れ、整理した課題は、次のとおりです。 
ア 自然環境と調和した良好な住宅環境の形成と各住区における地域施設のネットワ

ークの形成が重要となっています。                 

イ 幹線道路やバス路線の充実による交通利便性の向上が重要となっています。           

  ウ 温泉を核とし、森林浴や農業体験など地域資源をいかした保養型・体験型の観光

交流が重要となっています。  
エ 快適な自然環境の形成と生態系の保全が重要となっています。 

                            

  交通の現況 

□ 琴   電（仏生山駅・空港通り駅） 
□ 路線バス等（高松空港リムジンバス、香川中央高校・日生ニュータウン線、 
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由佐・池西線、サンメッセ・川島・西植田線、塩江線、香川町 
コミュニティバス、香川町シャトルバス、塩江町コミュニティバス） 

□ 空   路（高松空港） 
 
 まちづくりの方向  

ア 自然環境と調和した良好な居住環境の形成を促進するとともに、無秩序な市街化、

商業施設の立地等を避けるため、適正な土地利用を誘導します。    
イ 様々な機能を有する森林の保全を図り、水資源の確保や潤いのある空間を創出す

るとともに、里山、ため池、河川などの水辺景観や豊かな生態系の保全・有効活用

に努めます。 
ウ 地域の足としての公共交通機関の確保と生活道路の整備を推進します。             

エ 通勤時間短縮や渋滞解消、環境対策などに効果の高い※パーク・アンド・ライドの

活用を支援します。  
オ 上水道の未給水地区の解消を計画的に推進します。          
カ ※認定農業者や新規就農者など意欲ある農業者の確保・育成と※集落営農組織の育

成を図るとともに、遊休農地を活用したふれあい※市民農園など、農業に親しめる仕

組みづくりに努め、農業を通した交流を促進します。 
キ 下水道、合併処理浄化槽などの生活排水施設の整備を推進します。               

ク 南部地域の核となる特色あるスポーツ施設の整備を進めます。 
ケ 次代を担う子ども達の好ましい教育環境を実現するため、塩江地区の合意形成の

動向を踏まえながら、学校の統合を進めます。                        
コ 土地を適正に管理し、公共事業の円滑な実施などの基礎資料とするため、※地籍調

査を計画的に推進します。                    
サ 香東川水系の治水対策や渇水時等の水源確保のため、※椛川ダムの整備を促進しま

す。             
シ 市南部における東西幹線道路として県道三木綾川線バイパスルート（仮称）構想

の推進を県に働きかけます。                         
ス 上記のほか、塩江地区・香川地区・香南地区のまちづくりは、建設計画に基づい

て推進します。 
 



                  

 
 
 
 
 
 
 
 

【総合計画の推進】 
 

 



                 - 57 - 

１ 総合計画の推進     

   ２１世紀中頃を展望した本市の都市像「文化の風かおり 光かがやく 瀬戸の都・高

松」の実現に向け、まちづくりの目標に掲げる施策の大綱の一つ一つを着実に実施して

いくため、次の点に留意して総合計画を推進します。 

 健全な財政運営 

   複雑・多様化する市民ニーズや行政課題に的確・迅速に対応するため、市税等の効

果的な収納対策や国・県補助金の積極的な活用、使用料等の受益者負担の適正化など、

財源の積極的な確保に努める一方、職員数の削減や市民との協働、アウトソーシング

の推進など、組織と業務のあり方の見直しを進めるほか、施策・事業の選択と集中や

経常経費の節減の徹底を図るなど、行財政改革に取り組むとともに、市債残高の抑制

や財政調整等基金の適正規模の確保に努め、健全な財政運営を行います。 

  総合計画の適切な進行管理 

この総合計画は、行政評価システムの導入を図り、Plan（計画）‐Do（実施）‐Check
（評価）-Action（改革・改善）のマネジメントサイクルによる進行管理を行います。 
また、この行政評価システムの導入により、市民へのアカウンタビリティ（説明責

任）の向上や市民の行政サービスに対する満足度の向上、職員の意識改革の実現、効

率的な行政運営の実現を図ります。 
なお、この進行管理を行うに当たっては、総合計画の体系別の各施策に、それぞれ

目標を設定し、その達成度等の評価を行うとともに、市民満足度調査やパブリック・

コメントなどを実施し、市民の声を反映させた施策・事業の推進や見直し、重点化に

努めます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政評価システム Ａ 

Ｐ l a n 
（計画・方針）  

 

Ｃ h e c k 
（評 価） 

Ａ c t i o n 
（改革・改善） 

 

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ｐ l a n 
（計画・方針）  

 

Ｄ o 
（実 施） 

市民満足度等の状況 
（各種アンケート，パ

ブリック・コメント等） 
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 施策の目標と目標値 

   ＰＤＣＡのマネジメントサイクルによる総合計画の適正な進行管理のために設定す

る、施策体系別の各施策の目標と目標値等については、次の表のとおりとします。 

なお、この目標および目標値等については、施策・事業の見直し等に合わせ、適宜

必要な見直しを行います。 

 

   【表の記載項目について】 

    「目標」・・・・・ 各施策は、「何のために実施するのか」を明らかにするため

に、各施策が、「どのような状態を目指すのか」を示します。 

 

    「目標項目」・・・ 施策の目標である、「どのような状態を目指すのか」を客観

的な数値で示します。 

              目標項目を数値項目とすることで、施策の達成状況を市民に

分かりやすく伝え、市民との情報の共有化を図ります。 

 

    「現況値 

および ・・・ 現況値には、原則として平成１９年４月の数値を記載し、こ 

目標値」       れ以外の場合には、（ ）書きで基準となる年月を記載していま

す。     

           目標値は、総合計画の終期である平成２７年度までの８年間 

の達成目標を設定しています。 
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（１ 心豊かな人と文化を育むまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値

人権を大切にす

る社会づくり 

人権問題の認識を深め

る社会人権教育の推進 
人権教育市民講座参加者数 

2,852 

人/年 

 

 

平和を大切にす

る社会づくり 

平和に対する市民意識

の向上 
平和記念室入館者数 

27,978 

人／年 

 

 

男女共同参画の

社会づくり 

あらゆる分野への男女

共同参画の促進 

審議会等における女性委員の割

合 
28.6%  

不登校対策事業の推進 不登校児童生徒の学校復帰率 45%  

教職員研修機能の充実 教職員研修参加者数 716 名  学校教育の充実 

学校給食における地産

地消の推進 
生鮮野菜・果物の県産使用割合 39.4%  

幼稚園施設耐震化率 -  

小・中学校施設耐震化率 55.76%  

学校教育環境の

整備 
学校施設の充実 

高松第一高等学校施設耐震化率 33.33%  

家庭教育の向上 家庭の教育力の向上 
朝ごはんを食べている子どもの

割合（小学６年生） 

調査中 ％ 

（全国学力・学

習状況調査） 

 

青少年の健全育

成 

不良行為少年の補導人

数の減少 

未成年者千人あたりの不良行為

少年の補導人数 

(高松 3警察署管内) 

24.4 人 

(過去 5年間の

平均) 

 

子どもの安全確

保 

不審者情報メール配信

の拡大 
不審者情報メール配信先数 230 件  

生涯学習の推進 生涯学習をしている人の割合 

42.3% 

（平成 19 年度

ｱﾝｹｰﾄ調査） 

 
生涯学習の推進 

図書館の利用促進 市民 1人当たり貸出冊数 6.05 冊/年  

総合型地域スポーツクラブ数 5 クラブ  スポーツ・レクリ

エーションの振

興 

生涯スポーツ社会の実

現 

社会体育施設の利用者数 
1,319,167 

人／年 
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文化芸術活動の

推進 
文化芸術活動の充実 デリバリーアーツ事業参加人数 

1,776 

人／年 

 

 

文化芸術を創造

する環境づくり 

文化芸術施設の機能充

実 

高松市美術館の展覧会事業年間

観覧者数 

132,479 

人／年 

 

 

文化財の保存と

活用 
文化財学習会の充実 

ふるさと探訪等文化財学習会の

参加者数 

975 

人／年 

 

 

 
 
（２ 人と環境にやさしい安全で住みよいまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値 

環境保全活動の

推進 
地域環境の保全と創造 

本市域の温室効果ガス排出量の

削減 

3,545.4 千 t 

 -Cｏ2 

 

 

ごみの発生抑制 ごみ排出量の減 
170,740 

ｔ/年 

 

 
ご み の 発 生 抑

制・減量・リサイ

クルの推進 再資源化量 再生利用量 
37,952 

ｔ/年 

 

 

一般廃棄物の適

正処理の推進 
一般廃棄物の適正処理 中間処理施設での減量化率 88.9%  

産業廃棄物の適

正処理の促進 
適正処理の確保 不適正な保管量等の減少 24,355ｔ  

不法投棄の防止 適正処理の確保 クリーン作戦の参加者数 5,670 人/年  

身近な道路環境

の整備 
市道の改良整備 市道改良率 61.09%  

公園愛護会の団体数 135 団体  みどりのまちづ

くり 
都市緑化の推進 

市民一人当たり都市公園面積 6.5 ㎡  

河川・港湾の整備 高潮対策の充実 浸水（床上下）棟数の解消 16,188 棟  

汚水処理人口普及率 75.9%  下水道・合併処理

浄化槽の整備 
全市の下水道化 

雨水対策整備済面積 2,793.1ha  

下水処理水の有効利用

の推進 
検討中 検討中  

水の循環利用と

節水の推進 水を大切にするまちづ

くりの実現 
1 人 1日当たりの平均水道使用量 328  
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安定給水の確保 自己処理水比率 42%  
安全で安定した

水道水の供給 安全な水の供給体制の

維持 
水質苦情件数 50 件/年  

火災予防の充実 住宅火災の減少 52 件/年  

消防体制の整備 市民協力による救命率

の向上 

心肺機能が停止していた人に対

して応急処置を実施した率 
25.08%  

危機管理体制の

整備 
地域防災力の向上 自主防災組織率の向上 

38.09% 

（結成率） 
 

食中毒発生件数の減少 食中毒発生件数の減少 7 件/年  

生活衛生の向上 
食品に関する苦情件数

の減少 
食品に関する苦情件数の減少 151 件/年  

交通安全対策の

充実 
交通安全対策の充実 交通事故発生件数の減少 

6,267 件／年

(H18) 
 

消費者の権利保

護と自立促進 

消費者啓発の充実と消

費者意識の向上 

架空請求に関する相談件数の減

少 
847 件  

 
 
（３ 健やかにいきいきと暮らせるまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値

地域における子育て支

援の充実 
つどいの広場利用者数 

18,528 

人／年 
 

健やかな子育て支援の

充実 

生後４か月までの全戸訪問（こん

にちは赤ちゃん事業）実施率 
22%  

ひとり親家庭の自立支

援 

自立支援プログラム利用による

就労件数 
―  

家庭・地域におけ

る子育て支援 

ブックスタート事業の

充実 
ブックスタート実施率 89.1%  

子育てしやすい環境の

整備 

ファミリー・サポート・センター

事業利用件数 
―  子育てと仕事の

両立支援 
放課後対策の充実 放課後子ども教室登録児童数 ―  

食育に関する市民意識

の向上 

食育に関心を持っている人の割

合 

男性 66.0% 

女性 84.7% 
 健やかに暮らす

ための健康づく

り 
疾病の予防，自主健康管

理意識の向上 
がん検診受診率の向上 

男性 32.6% 

女性 44.5% 
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医療体制の充実 患者満足度の向上 
市民病院のサービス等に関する

患者の総合的な満足度 
92.2%  

社会保障制度の

適切な運営 

介護保険制度の円滑な

実施 
介護サービス利用者数 

14,634 

人/月 
 

障害者へのサービスの

充実 
訪問系サービス利用量 

10,528 

時間/月 
 

障害者の社会活動への

参加の促進 
移動支援事業利用量 

3,485.5 

時間/月 
 

障害者の自立支

援と社会活動へ

の参加の促進 

障害者施設等の利用促

進 
日中活動系サービス利用量 

2,970 

人日/月 
 

高齢者の生活支

援と社会活動へ

の参加の促進 

社会活動への参加の促

進 
シルバー人材センターの会員数 1,673 人  

生活困窮者の自

立支援 

自立支援プログラムの

推進 

対象者に対する自立達成者数の

割合 

7% 

（Ｈ19.6） 
 

 
 
（４ 人がにぎわい活力あふれるまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値

主要観光地の入込み客

数の増加 
主要観光地の入込み客数 

6,491 

千人/年 
地域性豊かな特

色ある観光資源

の創造 
主要イベントの入込み

客数の増加 
主要イベント入込み客数 

1,611 

千人/年 

観光ボランティアの育

成 
観光ボランティア案内件数 

1,643 

件/年 

ホームページのアクセ

ス件数の向上 
ホームページのアクセス件数 

2,201,230 

件/年 

観光客誘致・交流

の推進 

コンベンション参加者

数の増加 
コンベンション参加者数 

84,294 

人/年 

中央商店街の空き店舗率 18.10% 商工業の振興と

地域経済の活性

化 

にぎわいの創出 

  中心市街地の小売業年間商品販

売額 

104,984 

百万円 
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農林水産業の振

興 
検討中 検討中 検討中 

高松ブランドの認定数 ― 特産品の育成・振

興とブランド化

の推進 

高松ブランドの育成と

情報発信 
ホームページのアクセス件数 ― 

就業環境の向上 勤労者福祉の充実 
中小企業勤労者福祉共済の加入

被共済者数 
7,564 人 

国際化への対応

と地域間交流の

推進 

国際交流活動に対する

市民意識の向上 

財団法人高松市国際交流協会の

国際交流ボランティア登録者数 
128 人 

 
 
（５ 道州制時代に中枢拠点性を担えるまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値

空港の機能強化 路線拡大 
国内 3 

国際 1 
拠点性を高める

交通網の整備  
長距離バス網の整備促

進 
バス利用者数 

4,930 

人/日 

（H18 年度） 

中心市街地（中央商店街）の歩行

者通行量（休日） 

119,844 人

（H18.10） 

中心市街地内の定住人口 
20,385 人  

（H18.4） 

中心市街地の活

性化 
中心市街地の活性化 

中央通り沿いオフィスの空室率 
14.8％ 

（H19.6） 

公共交通の利便

性の向上 
公共交通利便性向上 公共交通機関利用者数 

57,818 

人/日 

（H18 年度） 

自転車利用の環

境づくり 
自転車利用環境の充実 レンタサイクルの利用件数 

265,000 

件／年 

適正な土地利用

の推進 

コンパクトなまちづく

りの推進 

都市計画区域内の大規模集客施

設新規立地可能面積の割合 
36% 
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情報通信網の充実 
ウルトラブロードバンド（上り 20

Ｍbps 程度以上）の世帯カバー率
80% 

地域情報化の推

進 
ケーブルテレビの整備 視聴可能エリアカバー率 78.1% 

 
 
（６ 分権型社会にふさわしいまち ） 

施策 目標 目標項目 現況値 目標値

地域コミュニテ

ィの自立・活性化 

地域コミュニティの活

動推進 

高松市地域まちづくり交付金に

よる執行事業数 
3 事業/協議会 

協働によるまちづくり ＮＰＯとの協働事業数の増加 61 事業 
多様なパートナ

ーシップによる

まちづくり 広聴活動の充実 
市政出前ふれあい 

トークの延べ参加人数 

7,546 

人／年 

（H17 年度） 

基礎自治体としての基

盤強化 
市債残高，財政調整基金残高 

市債残高  

1,528 億円 

財政調整基金

残高 

85 億円 

簡素で効率的な

行財政システム

の構築  

職員の意識改革 
さわやかサービスの推進（市民ア

ンケートの満足度） 
59.7% 

連携の推進 大学との連携の推進 大学と連携して行う事業数 1 事業 

 
 
 
 
 
 
 




